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i-Construction ～建設現場の生産性向上～

○平成28年9月12日の未来投資会議において、安倍総理から第4次産業革命による『建設現場の生産性革命』に向け、
建設現場の生産性を2025年度までに2割向上を目指す方針が示された
○この目標に向け、３年以内に、橋やトンネル、ダムなどの公共工事の現場で、測量にドローン等を投入し、施工、検査に至る建
設プロセス全体を３次元データでつなぐなど、新たな建設手法を導入
○これらの取組によって従来の３Ｋのイメージを払拭して、多様な人材を呼び込むことで人手不足も解消し、
全国の建設現場を新３Ｋ（給与が良い、休暇がとれる、希望がもてる）の魅力ある現場に劇的に改善

【生産性向上イメージ】

平成28年9月12日未来投資会議の様子

ICTの土工への活用イメージ（ICT土工）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/suishinkaigo2018/infla/dai1/siryou4-2.pdf 1





直轄土木工事におけるICT施工の実施状況

出典：R4.7.28 第15回ICT導入協議会 3
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ＩＣＴ活用工事の現状及び全体評価

i-Construction推進計画により重点化

・発注者指定工事の拡大 ・発注者指定工事の拡大
・インセンティブの付与・拡大

○ H28年度からICT土工の取組を開始。
○ これまで、推進計画に基づき、工種の追加及び発注方式の工夫、インセンティブ付与等の施策を展開。
 R３年度末の実績は、合計で約８3％（土工：約87％）の実施率となっており、施策効果が現れている。
 これまでに地域企業１２８社がICT施工を経験。

■中国地方整備局発注工事のICT活用実績表

【対象全工種のICT活用実績】

■年度別_ICT経験企業数

■年度別_中国 Light ICT活用工事件数

一般土木Cランク
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年度別 中国Light ICT土工工事 実施件数

実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率 実施 率
土工 68 48% 80 59% 58 44% 126 76% 199 90% 203 87%
舗装 16 80% 4 33% 5 31% 35 49% 29 58%
浚渫 1 100% 1 100% 18 100%
地盤改良 2 29% 14 93% 34 83%
法面 13 68% 49 82%
付帯構造物設置 5 83%
基礎工・ブロック（港湾） 6 75%
舗装(修繕) 30 86%
合計 68 48% 96 62% 62 43% 134 71% 262 80% 374 83%

R3R2
工種

H28 H29 H30 R1

出典；中国地方整備局インフラDX推進計画２０２３ 4



ＩＣＴ活用工事の効果及び課題

中国地整管内企業の割合

Cランク企業数：2,408
受注企業数（R3）：１８１※
ICT施工経験企業数：128
実施率：７０.7%

※地域企業の受注数
（ICT対象外工事も含む）

R2：45.0%

国土交通省本省作成資料

○ 施工や管理に3次元データ等を活用するICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加、土工におけ
る延べ作業時間が約3割縮減するなどの生産性向上効果が表れている。

○ 一方、地域を地盤とするC、D等級※の企業は、 ICT施工の経験割合は上昇しているが、自治体工事及び
民間工事を含めて業界全体へ普及させるため、引き続き、直轄工事での普及拡大が必要。

※直轄工事においては、企業の経営規模等や、工事受注や総合評価の参加実績を勘案し、企業の格付け（等級）を規定。中国地整はDランクがない。
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i-Constructionに関する工種拡大
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Ｒ５計画

ＩＣＴ活用拡大施策：ＩＣＴ活用工事の拡大（工種の追加） 新規

型式 対象工事 中国
Ｌiｇｈt
ICT

ICT
（４要件）
活用

総合評価 工事
成績

発注指
定Ⅰ型

－ － － － －

施工希
望Ⅰ型

３億円以上の工事
入札時活用提案に
より実施

△
契約後
提案

△
入札時
提案

ICT活用（４要
件）提案、技術
者の技術力等加
点。（３点）

創意
工夫

施工希
望Ⅱ型

３億円未満の工事
契約後、提案で実
施可能

△
契約後
提案

△
契約後
提案

加点評価なし 創意
工夫

［構造物工］

【構造物工（橋梁上部、基礎工、函渠工）】

■施工者希望の導入（入札時の提案） 新規

構造物工はICT施工対応の建設機械普及状況を
勘案し、当面、施工者希望型の運用とする。

構造物工（橋梁上部、基礎工、函渠工）：４要素
①起工測量、②設計データ、③施工：該当なし
④出来形管理、⑤納品
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①３次元測量関係（測量から点群データ作成）
UAVやレーザースキャナ等を活用した３次元測量の環境整備や作業に関する助言、技術的指導。

②３次元設計データ作成関係
施工や施工管理に必要な３次元設計データ作成の環境整備やデータ作成に関する助言、技術的指導

③IＣＴ建設機械による施工関係
IＣＴ建設機械による施工の環境整備や施工に関する助言、技術的指導

④３次元施工管理関係
UAVやレーザースキャナ等を活用した出来高・品質等の管理に関する助言、技術的指導

⑤総合マネジメント（施工計画）
IＣＴを活用する場合における施工計画書作成から測量、施工、管理、納品の一連に関する助言、技術的指導

⑥中国地方整備局及び地方自治体や特殊法人等が実施する講習会・研修会等に対する協力

中国ＩＣＴサポート活動内容

■ ＩＣＴ活用工事を実施するためには、３次元測量、３次元設計、ＩＣＴ活用の施工計画等のノウハウが必要、ＩＣＴ経験が
浅い企業の取組拡大に繋がらない一因となっている。

■「ＩＣＴの全面的な活用」への取組を推進する上で、依頼者が自主的な技術習得や能力向上への取り組みが図れるよ
う、
「中国ＩＣＴサポート企業・団体」を登録、必要なときに実践的な支援等を受け、更なるＩＣＴ活用工事の取組拡大を図り、
ＩＣＴの内製化を推進する。

■ＩＣＴ活用工事に係る任意の相談、研修・講習会等の技術支援に対する費用は原則無料。ただし、研修・講習会の実施

に必要な旅費交通費、機材等の経費は依頼者と企業・団体間で協議。

■施工計画策定時の着手前段階からＩＣＴ工事の施工を検討するためのコーディネートが重要。

■直轄工事の場合は、サポート契約の費用は変更にて計上。
直轄以外の工事の場合は、依頼者と企業・団体間で協議の上決定。

【参考】 「中国ICTサポート制度」の活用（令和元年度～）
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【参考】 「中国ＩＣＴサポート制度」登録企業・団体
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２０２３．4．28時点 ６５社

いわゆる、ＩＣＴ施工の「家庭教師」「コーチ」役

任意の技術相談は、原則無償

一部抜粋



くわしくは ⇒
中国地整ＨＰ ｰ企画
https://www.cgr.mlit.go.jp/kikaku/icon/index.html
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【参考】 「中国ＩＣＴサポート制度」 ＨＰ掲
載



【参考】 「中国インフラDX表彰」制度（旧：中国i-Constructin表彰）

目的：中国地方の公共工事発注機関（国・特殊法人・地方公共団体）が発注した建設工事・業務に
おいて、インフラ分野のDXに係る優れた取り組みを行った企業を表彰し、建設業者等相互の啓発
を図ること等により、インフラDXに係る取組を推進することを目的とする。
※令和４年度より、建設現場の生産性向上に係る取組である「i-Construction」の取組を中核にさらに発展させ、データと
デジタル技術を活用して社会資本や公共サービスを変革する「インフラ分野のDX」に表彰対象を拡大し、表彰名称を変

更。

○対象機関 ：中国地方の公共工事発注機関（国、特殊法人、地方公共団体）

○対象分野 ：工事・業務

○選定基準 ：取組内容が「有効性」、「先進性」、「波及性」のいずれかの観点から優れ、かつ「主体的」に

取り組んでいること

①有効性 ICT技術等の活用、施工方法の工夫等により生産性向上の取り組みを実施していること。
②先進性 生産性向上のための先端技術及び新技術の活用、全体最適を導入した施工プロセスの

最適化に関する取り組みなどの新たな取り組みを実施していること。
③波及性 取組、導入のしやすさや経済性等で有利、また、第三者や工事関係者へのICT講習など、

今後の波及に繋がる取り組みを実施していること。
④主体性 ICT施工に係る3次元データ作成（起工測量、点群データ作成、設計データ作成、出来形管

理資料作成、納品）の全部または一部を自社職員が主体的に実施していること。
業務において設計データ作成、電子納品などを自社職員が実施していること、また、取組み
の企画や実施提案を自社職員が行ったものなど、自社が主体的に取り組んでいること。

○インセンティブ ： 総合評価において加点評価（工事） 11



【参考】 i-Construction（ICT施工）の導入に関する補助金

出典：R4.7.28 第15回ICT導入協議会

令和4年7月時点
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【参考】i-Construction（ICT施工）の導入に関する税制・融資制度

出典：R4.7.28 第15回ICT導入協議会

令和4年7月時点
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